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Ⅰ. 緒言 

 日本は、震災や水害、火山活動といった自然災害

が多い国である。特に震災は災害のなかでも死者、

負傷者、頻度ともにもっとも多い(公益社団法人 

日本地震学会 2015) 。東日本大震災では、死者 1

万 5900 人、行方不明者は 2523 人と甚大な被害が

及んだ。将来、南海トラフ大地震や、首都直下地震

が起こる可能性が高いと予想されていることから、

震災に特化した災害派遣医療チームや、震災時の

対応に関する研究のニーズは高まっている。とく

に高齢者や身体障害者、子供に対する震災時の支

援や研究は多く行われているが、妊婦に特化した

支援や研究が十分であるとは言えない状況である。

妊婦に対しては、手厚い支援が必要であるものの、

ハイリスク群としての認識が薄い面があり、被害

や必要支援が見えづらい状況にある。また、震災時

の妊婦に対する対応や看護ケアについても、高齢

者や子供に比べて研究は少ない。とくに妊婦は強

いストレスのかかる状況下において、異常症状や

胎児、出産に対する不安が大きくなることが報告

されている。震災や紛争が起こった地域の妊産婦

死亡率は、西欧諸国の 200 倍にもなること、新生

児死亡率、低出生体重児も通常の 2 倍以上になる

ことなどが報告されており、震災時妊婦の支援に

ついての研究の重要性が挙げられる。また、阪神・

淡路大震災の周産期現場における調査では、早産

率、流産率の上昇、2500g 未満の児の出生率の増加

といった結果がみられ、震災時の妊婦、胎児の影響

に対する看護ケアの重要性が高まっている。 

本研究は、震災時に妊産婦と関わった経験のあ

る助産師、関わった経験のない助産師に震災時の

看護ケアの困難感に関する調査をすることで、実

施できなかった看護ケア、その理由についてなど

を明らかにする。そして妊婦の看護ケアのニーズ

や困難感を踏まえた上で対応策を考察し、将来、震

災時の看護ケアにおける質の向上のための一助と

する。 

 

Ⅱ.目的 

 東北 3 県(宮城県、福島県、岩手県)，東京都(大

学近隣の八王子市)に焦点を当て、震災時妊産婦の

ケアを行った経験のある助産師が実際に看護ケア

を行った際の困難感を明らかにし、被災経験の有

無による看護ケアについて考察する。 

 

Ⅲ. 用語の操作的定義 

① 妊婦：妊婦とは妊娠期間中の女性をいう。妊娠

当初においては、平常時の女性と外見上変化

がないので、一般的にいって妊娠したという

徴候があらわれてから分娩開始までの期間に

おける女性をいう。 

② 困難感：物事を実行し、解決できないことを困

難に思うこと。 

③ 看護ケア：主に看護職の行為を本質的に捉え

ようとするときに用いられる、看護の専門的

なサービスあるいは看護業務や看護実践の中

核部分を表すものとする。 
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Ⅲ．研究方法 

1．研究デザイン 

  研究デザインは郵便調査法、Google form を使

用した Web による無記名記述式アンケート調査。 

 

2．アンケート項目 

「年齢」「性別」「看護師経験年数」「震災時の妊

婦への看護経験の有無」「対応した妊婦の週数や妊

娠症状の有無：・切迫流早産症状・切迫徴候・不安、

ストレス・便秘・不眠・アレルギー症状・浮腫・妊

娠高血圧症候群・皮膚症状・頭痛、めまい・痺れ、

痙攣・深部静脈血栓症・排尿症状・貧血・感染症」

「実際に行ったケア：・食事・運動・精神的ケア・

休養・深部静脈血栓症の予防・投薬管理」「看護ケ

アを行う上での困難感の有無とその内容：・物品

（例：物品が足りなかった）・知識（例：知識不足

だった）・精神面（例：余裕がなかった）・環境（例：

余震により行えなかった）「実践したかったができ

なかったケア」「経験がない助産師について、震災

時妊婦にどのような看護ケアがしたいのか」等で

ある。また、「実践したかったができなかったケア」

「経験がない助産師について、災害現場で妊婦の

対応をするときにどんなケアがしたいのか」等の

項目について自由記述方式で行う。 

 

3．研究対象者 

 ①東京都助産師部会の助産師 300 名、②一般社

団法人宮城県助産師会 150 名、③一般社団法人岩

手県助産師会 150 名、④一般社団法人福島県助産  

師会 150 名 

 

4．分析方法 

 勤務年数層を、「5 年未満」「5 年〜10 年」「10 年

以上」の 3 群に分類し、困難感の要因の比較、勤

務年数の相関関係を分析する。統計解析ソフト 

SPSSver.29 for Windows を用いて行う。自由記述

は、記述内容が類似するコードを統合しサブカテ

ゴリーを作成する。サブカテゴリーの類似性と相

違性に留意しカテゴリー化する。 

 

Ⅳ. 倫理的配慮 

1） 本大学の研究倫理委員会の承諾を得る 

2） 自由意思による研究協力への承諾を得る。 

3） 倫理委員会承諾後、対象施設の責任者に郵便

法により、本研究の目的と方法を明示する文

書を提示し、自由意思によって本調査の主旨

の同意がなされ、協力することに了承を得ら

れた場合にのみ、本調査に協力して頂く。協力

が得られない場合も、なんらかの不利益を被

ることはないことを明示しておく。また、調査

開始後に辞退の申し出があった場合は、辞退

者の同意書、アンケート結果を全て破棄する

ことを確約し、それによってなんらかの不利

益を被る事はないことを明示する。アンケー

トの回答は各施設の助産師個人の自由意思の

基で行い、アンケート協力に参加しない自由、

アンケートの回答の拒否を意思表示できる選

択を設ける。この方法においても、協力が得ら

れない場合に、なんらかの不利益を被る事は

ないことを明示する。 

4） 個人情報の取り扱い 

個人情報保護においては、研究結果を論文や

その他の方法で公表する際、個人が特定でき

る情報は全て記号化し、匿名性が保持できる

ように配慮する。本研究は無記名によるアン

ケート調査であるが、年齢や勤続年数、具体的

な対応を回答頂くことで個人が特定できる可

能性があるため、十分に配慮を行い、個人が特

定できないような結果開示を行う。 
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